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沖縄県中小企業振興会議について沖縄県中小企業振興会議について

県内事業者の99.9%が中小企業に分類され、県経済及び県民生活の基盤を支える
重要な存在となっている。

沖縄県では、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって本県経済の発
展及び県民生活の向上に資することを目的として、平成20年に「沖縄県中小企業の
振興に関する条例」を制定した。

沖縄県中小企業振興会議は、当該条例第８条第２項において準用する第７条第１項
の規定に基づき、次年度の中小企業支援計画の策定に向けて、中小企業その他の
関係者と意見を交換するために開催している。

第７条 中小企業者その他の関係者の意見の反映

現場で働く人々の意見を吸い上げ、今後の施策に反映させるというものです。

これにより、現場のニーズを反映した新施策を策定したり、既存施策の改善などが
期待できます。

他県でも中小企業振興条例は制定されていますが、この項目は、本県の大きな特徴
となります。
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沖縄県経済の成長推移沖縄県経済の成長推移

令和２年度の本県の県内総生産（名目）は
約４.３兆円で、新型コロナの感染拡大の影
響により、前年度比5.4%の減少となった。

この結果、県内総生産（名目）は、現行の
「平成27年基準」による推計方法が適用さ
れてから初めてのマイナス成長となってい
る。

実 数
令和２年度 沖縄県 全国

県内総生産（名目） 4兆2,609億円 △5.4% △3.5%
県内総生産（実質） 4兆1,366億円 △6.0% △4.1%
県民所得 3兆1,799億円 △6.7% △6.6%
1人当たり県民所得 216.7万円 △7.1% △6.4%
出典：沖縄県「県民経済計算」、内閣府「国民経済計算」

増加率
項 目

実 数 順 位 増加率 順 位 増加率 順 位 実 数 順 位
H24 3兆7,780億円 34 0.4％ 11 0.7％ 10 200.2万円 47
H25 3兆9,246億円 35 3.9％ 12 4.5％ 7 209.9万円 47
H26 3兆9,865億円 34 1.6％ 19 -0.8％ 25 207.8万円 47
H27 4兆2,692億円 34 7.1％ 2 5.9％ 2 222.5万円 47
H28 4兆4,479億円 33 4.2％ 3 3.1％ 5 234.4万円 47
H29 4兆5,249億円 33 1.7％ 34 1.5％ 36 236.6万円 47
H30 4兆5,692億円 33 1.0% 17 0.5％ 27 238.0万円 47
R01 4兆6,333億円 32 1.4％ 3 0.5％ 6 239.6万円 47

出典：内閣府「県民経済計算」

名目経済成長率
年 度

県内総生産（名目） 実質経済成長率 １人当たり県民所得
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県民所得の構成要素県民所得の構成要素

令和２年度の県民所得は、３兆1,799億円（前年度比△6.7％）となった。
県民雇用者報酬では、賃金・俸給などが増加し、0.7％増加となった。
財産所得では、家計が増加し、2.4％増加となった。
企業所得では、民間法人企業が減少し、33.6％減少となった。

出典：沖縄県「県民経済計算」
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１人当たり県民所得の推移１人当たり県民所得の推移

沖縄県の１人当たり県民所得は、全国最低水準にあり、全国平均の約７０％で
推移している。
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沖縄県においては、「卸売、小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「医療、福祉」
が雇用の受け皿となっている。
全国平均と比較すると、「製造業」と「医療、福祉」の割合の差が大きい。

産業別従業者割合産業別従業者割合

6.6 

8.4 

17.1 

6.0 

19.0 

20.4 

7.5 

10.2 

13.7 

22.2 

8.8 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

沖縄

AB_農林漁業 C_鉱業，採石業，砂利採取業
D_建設業 E_製造業

F_電気・ガス・熱供給・水道業 G_情報通信業

H_運輸業，郵便業 I_卸売業，小売業

J_金融業，保険業 K_不動産業，物品賃貸業
L_学術研究，専門・技術サービス業 M_宿泊業，飲食サービス業

N_生活関連サービス業，娯楽業 O_教育，学習支援業

P_医療，福祉 Q_複合サービス事業

R_サービス業（他に分類されないもの）

全国 沖縄

１次 0.8% 0.7%

２次 23.7% 14.5%

３次 75.5% 84.7%

出典：総務省「令和３年経済センサス」
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コロナ拡大前の令和元年５月の求人数を超えている産業もある。
「宿泊業・飲食サービス業」の求人数は、令和２年５月から５倍以上となっている。

主要産業別求人数主要産業別求人数

出典：沖縄労働局「職業安定月報おきなわ」

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

建設業 製造業 情報

通信業

運輸業

郵便業

卸売業

小売業

宿泊業

飲食

サービス業

医療・福祉 サービス業

（その他）

R元.5 R2.5 R3.5 R4.5 R5.5

6

6



都道府県別開廃業率（2021年度）都道府県別開廃業率（2021年度）

沖縄県は、開業率が全国１位の7.1％となっている一方、廃業率も全国６位の高
水準にある。

出典：中小企業庁「2023年版中小企業白書」

順位 都道府県名 開業率

1 沖縄 7.1%

2 福岡 5.4%

3 埼玉 5.2%

4 愛知 5.0%

4 東京 5.0%

4 千葉 5.0%

7 神奈川 4.9%

8 大阪 4.8%

9 三重 4.7%

10 茨城 4.5%

全国平均 4.4%

＜開業率 トップ10位＞

順位 都道府県名 開業率

1 福島 4.4%

2 愛知 4.1%

2 大分 4.1%

4 山口 3.6%

4 長崎 3.6%

6 沖縄 3.5%

7 徳島 3.4%

7 福岡 3.4%

9 青森 3.3%

9 福井 3.3%

9 滋賀 3.3%

全国平均 3.1%

＜廃業率 ワースト10位＞
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倒産、休廃業・解散の推移倒産、休廃業・解散の推移

2022（令和4）年の沖縄県内における企業の休廃業と解散の件数は、前年比27
件（7.69％）増の378件となって2年ぶりに増加に転じ、2020（令和2）年に次ぐ、
過去2番目に高い水準となった。

企業倒産件数は、19年連続で二桁台の低水準にあり、2020年から2022年はコ

ロナ禍の景気低迷と景気回復の鈍い状況下も、金融支援策に各種助成金が倒
産を抑制した。（※東京商工リサーチ沖縄支店による分析）

出典：東京商工リサーチ沖縄支店「2022（令和4）年沖縄県内『休廃業・解散企業動向』」
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県融資制度の融資実績県融資制度の融資実績

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受ける事業者の資金繰りを支
援するため、県では、令和２年５月から翌年５月までの間、「新型コロナウイルス
感染症対応資金」を実施。
令和５年１月には、借換需要に対応するため、「伴走支援型借換等対応資金」
を創設した。
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実質賃金の前年同月比の推移実質賃金の前年同月比の推移

今年４月の実質賃金は、前年同月比で△3.7ポイントとなっており、13か月連続
のマイナスとなっている。
名目賃金が前年同月比プラスの月であっても、実質賃金は前年同月比マイナ
スとなっている。

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

10

10



2022年の沖縄県の後継者不在率は67.7％となっており、全国平均の
57.2％に対し、10.5ポイント上回っている状況。

後継者不在率の推移後継者不在率の推移

（％）

出典：帝国データバンク 全国企業「後継者不在率」動向調査
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全国と沖縄県の労働生産性を以下の式により算出

労働生産性＝粗付加価値額/従業者数

沖縄県は、3,903千円で、全国で47番目の水準となっている。
全国平均（東京都を除く。）は、5,151千円で、沖縄県との差は1,248千円と
なっている。
※ 45位 和歌山県（3,997千円）、46位：長崎県（3,990千円）、47位：沖縄県（3,903千円）

都道府県別の労働生産性都道府県別の労働生産性

（千円）

出典：総務省「令和３年経済センサス」

※全国平均は東京都を除いて算出
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労働生産性と労働分配率の関係について労働生産性と労働分配率の関係について

労働生産性と労働分配率の関係を都道府県別にプロットすると、負の相関関係
がみられる。

県内労働者の給与総額を高めるには、その原資を獲得するために、労働生産
性（労働投入量１単位当たりの産出量・産出額）を高める必要がある。

出典：総務省「令和３年経済センサス」
注釈：上図では、労働生産性は「粗付加価値額÷従業者数」で、労働分配率は「給与総額÷粗付加価値額」で算出している。
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